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告 示
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�愛媛県告示第９７７号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１２条第１項の規定により、次のとおり同条例第１１条第１項の

規定による指定が効力を失った。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定が失効する知事指定薬物の名称

� １－（シクロブチルメチル）－Ｎ－（２－フェニルプロパン

－２－イル）－１Ｈ－インダゾール－３－カルボキサミド及び

その塩類

� ［（２Ｓ，４Ｓ）－２，４－ジメチルアゼチジン－１－イル］

［（８Ｒ）－６－メチル－９，１０－ジデヒドロエルゴリン－８

－イル］メタノン及びその塩類

� １－（４－フロオロ－３－メチルフェニル）－２－（ピロリ

ジン－１－イル）ペンタン－１－オン及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 失効の理由

当該知事指定薬物が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物に至

ったため。

３ 失効の日

令和４年９月９日

�������
�愛媛県告示第９７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

新居浜市庄内土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更を令和４年９月１２日認可した。

令和４年９月２０日

�愛媛県告示第９７６号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

随意契約に係る特定役務
の名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

携帯電話通信（ＬＴＥ）を
活用した愛媛県原子力防災
ドローンシステム構築業務
一式

愛媛県県民環境部防災
局原子力安全対策課
愛媛県松山市一番町四
丁目４番地２

令和４年８月２５日
株式会社エヌ・ティ・テ
ィ・データ
東京都江東区豊洲三丁目
３番３号

７８，９８０，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役
務の調達手続の特例を定める政令
（平成７年政令第３７２号）第１１条
第１項第２号の規定による。

毎週（火・金）曜日発行 第３４３号 令和４年９月２０日

令和４年９月２０日火曜日 第３４３号
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愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第９７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大島環状線

今治市吉海町椋名１８４番２から

同町椋名１７４番地先まで
旧 ５．６～９．９ ０．０４７

今治市吉海町椋名１８４番２地先から

同町椋名１７４番地先まで
新 ３．２～７．４ ０．０４７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大島環状線
今治市吉海町椋名１８４番２地先から

同町椋名１７４番地先まで
令和４年９月２０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伯方島環状線
今治市伯方町木浦字打越甲３２８６番３から

同町木浦字打越甲３２８６番４まで
令和４年９月２９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線

南宇和郡愛南町僧都８４９番３地先 旧 ５．８～７．６ ０．０６１

南宇和郡愛南町僧都８４９番３ 新 ９．５～２０．５ ０．０６１
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公 告

人事委員会規則

�公 告

砂利採取業務主任者試験の実施について

砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第１５条第１項の規定に基づき、

令和４年度砂利採取業務主任者試験を次のとおり実施する。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁会議室（第一別館３階 第３・第５会議室）

２ 試験の日時

令和４年１１月１１日（金）午前１０時

３ 受験願書の提出期間

令和４年１０月３日（月）から１４日（金）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

愛媛県土木部土木管理局土木管理課又は住所地を管轄する地方

局建設部若しくは土木事務所

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和４年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県人事委員会規則７―１２４５
愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則及び職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

令和４年９月２０日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則及び職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則の一部を改正する規則

（愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４７９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡愛南町僧都８４９番３から

同町僧都８４９番３まで
令和４年９月２０日

改 正 後 改 正 前

（基礎在職期間に特定基礎在職期間が含まれる者の取扱い）

第３条の７ 省略

２・３ 省略

４ 退職した者が第１項の規定により特定基礎在職期間において職

員として在職していたものとみなされる場合には、当該特定基礎

在職期間中の次の各号に掲げる期間に関して行われた処分又は行

為は、当該各号に定める期間に関して行われた処分又は行為とみ

なす。

� 省略

� 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９

号）第３条第１項の規定、地方公務員の育児休業等に関する法

律第２条第１項の規定又は育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）

第２条第１号の規定による育児休業の期間（当該育児休業に係

る子が１歳に達した日の属する月までの期間に限る。）その他

人事委員会が定める期間 前条第２号に規定する現実に職務に

従事することを要しない期間

� 国家公務員法第７９条又は 地方公務員法第２８条第２項に規

定する休職の期間（公務上の傷病による休職及び通勤による傷

（基礎在職期間に特定基礎在職期間が含まれる者の取扱い）

第３条の７ 省略

２・３ 省略

４ 退職した者が第１項の規定により特定基礎在職期間において職

員として在職していたものとみなされる場合には、当該特定基礎

在職期間中の次の各号に掲げる期間に関して行われた処分又は行

為は、当該各号に定める期間に関して行われた処分又は行為とみ

なす。

� 省略

� 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９

号）第３条第１項の規定、地方公務員の育児休業等に関する法

律第２条第１項の規定又は育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号）

第５条 の規定による育児休業の期間（当該育児休業に係

る子が１歳に達した日の属する月までの期間に限る。）その他

人事委員会が定める期間 前条第２号に規定する現実に職務に

従事することを要しない期間

� 国家公務員法第７９条若しくは地方公務員法第２８条第２項に規

定する休職の期間（公務上の傷病による休職及び通勤による傷
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雑 報

�公 告

計画段階環境配慮書について

環境影響評価法（平成９年６月１３日法律第８１号）第３条の３第１

項の規定により、次の対象事業について計画段階環境配慮書（以下

「配慮書」という。）を作成したので、「発電所の設置又は変更の

工事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮

事項に係る調査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価

の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うた

めの手法を選定するための指針並びに環境の保全のための措置に関

する指針等を定める省令」第１３条の規定により、次のとおり公告す

る。

なお、配慮書について、環境の保全の見地からの意見を書面によ

り提出することができる。

令和４年９月２０日

ＨＳＥ株式会社

取締役社長 石 田 桂

荒川電工株式会社

代表取締役 荒 川 浩 一

１ 第一種事業を実施しようとする者の名称、代表者の氏名及び主

たる事務所の所在地

� 名 称 ＨＳＥ株式会社

� 代表者 取締役社長 石田 桂

� 所在地 茨城県日立市幸町三丁目２番２号

� 名 称 荒川電工株式会社

� 代表者 代表取締役 荒川 浩一

� 所在地 高知県高知市高�６－１９
２ 第一種事業の名称

（仮称）三方山風力発電事業

３ 第一種事業により設置されることとなる発電所の原動力の種類、

出力

� 種 類 風力発電所の設置の工事の事業（陸上）

� 出 力 最大５８，８００キロワット

４ 第一種事業実施想定区域

高知県吾川郡仁淀川町

５ 配慮書の縦覧及び公表の方法並びに期間

（職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則の一部改正）

第２条 職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する規則（愛媛県人事委員会規則８―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。

病による休職の期間を除く。）、同法第２９条に規定する停職の

期間、外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等

に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条第１項の規

定による派遣の期間、地方公務員の育児休業等に関する法律第

２条第１項に規定する育児休業の期間（前号に掲げる期間を除

く。）、公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第

１項の規定による派遣の期間、法人 の就業規則等に定められ

ている休職の期間（第１号に掲げる期間並びに業務上の傷病に

よる休職及び通勤による傷病による休職の期間を除く。）又は

停職の期間（これに相当する出勤停止の期間を含む。）、

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律第２条第１号に規定する育児休業の期間（前号に掲

げる期間を除く。）その他人事委員会が定める期間 前条第３

号 に規定する現実に職務に従事することを要しない期間

病による休職の期間を除く。）、同法第２９条に規定する停職の

期間、外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等

に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条第１項の規

定による派遣の期間、地方公務員の育児休業等に関する法律第

２条第１項に規定する育児休業の期間（前号に掲げる期間を除

く。）、公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第

１項の規定による派遣の期間又は法人の就業規則等に定められ

ている休職の期間（第１号に掲げる期間並びに業務上の傷病に

よる休職及び通勤による傷病による休職の期間を除く。）若し

くは停職の期間（これに相当する出勤停止の期間を含む。）、

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律第５条の規定による 育児休業の期間（前号に掲

げる期間を除く。）その他人事委員会が定める期間 第３条の

６第３号に規定する現実に職務に従事することを要しない期間

改 正 後 改 正 前

（特別職地方公務員等となった者に関する特例）

第１１条 条例第５条第１項及び第２項の規定により読み替えて適用

する条例第３条第３項の人事委員会規則で定める期間は、次に掲

げる期間とする。

�～� 省略

� 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９

号）第３条第１項、地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第２条第１項又は育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年

法律第７６号）第２条第１号の規定による育児休業をした期間

（特別職地方公務員等となった者に関する特例）

第１１条 条例第５条第１項及び第２項の規定により読み替えて適用

する条例第３条第３項の人事委員会規則で定める期間は、次に掲

げる期間とする。

�～� 省略

� 国家公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９

号）第３条第１項、地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第２条第１項又は育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年

法律第７６号）第５条第１項の規定による育児休業をした期間
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７６６

� 縦覧・公表場所

愛媛県庁環境政策課（愛媛県松山市一番町四丁目２番（ＮＴ

Ｔ愛媛ビル２棟４階））

�万高原町役場環境整備課（愛媛県上浮穴郡�万高原町�万
２１２）

�万高原町柳谷支所（愛媛県上浮穴郡�万高原町柳井川９５０
番地）

�万高原町面河支所（愛媛県上浮穴郡�万高原町渋草２４３１番
地）

�万高原町美川支所（愛媛県上浮穴郡�万高原町上黒岩２９２３
番地１）

高知県庁自然共生課（高知県高知市丸ノ内１丁目７番５２号西

庁舎５階）

仁淀川町役場企画課（高知県吾川郡仁淀川町大崎２００番地）

仁淀川町仁淀総合支所（高知県吾川郡仁淀川町森２５５２－１）

仁淀川町池川総合支所（高知県吾川郡仁淀川町土居甲９１６－

３）

仁淀川町名野川出張所（高知県吾川郡仁淀川町名野川４２４番

地）

仁淀川町長者出張所（高知県吾川郡仁淀川町長者乙２５０２番地

４）

� 縦覧・公表期間 令和４年９月２０日（火）から令和４年１０月

２０日（木）まで（土曜日、日曜日及び「国民の祝日に関する法

律」に規定する休日及び閉庁日は除く）

� 縦覧・公表時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで（開庁

時間に準ずる）

なお、配慮書の電子版は弊社（ＨＳＥ株式会社）ホームペー

ジ（https://www.h-sustainable-energy.co.jp/）において、令和

４年９月２０日（火）から令和４年１０月２０日（木）まで閲覧いた

だけます。

６ 配慮書についての意見書の提出期限及び提出先その他当該書面

の提出に必要な事項

� 提出期限 令和４年１０月２０日（木）まで

� 提出先 〒３１７－００７３ 茨城県日立市幸町三丁目２番２号
あお き

ＨＳＥ株式会社（担当 青木）

電話 ０２９４－５５－７８０８

� 提出方法 郵送（当日消印有効）又は縦覧・公表場所に設置

された意見書箱への投函による

� 意見書に記載すべき事項

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他

の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務

所の所在地）

イ 意見書の提出の対象である配慮書の名称

ウ 配慮書についての環境の保全の見地からの意見（日本語に

より、意見の理由を含めて記載すること。）

令和４年９月２０日 発行


